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■地方公共団体の災害対策本部機能 

 熊本地震では市役所や役場の施設が
多数被災した。宇土市役所は庁舎が
使えず、屋外にテントを張って災害
対策本部を設置していた。益城町役
場では停電が発生したため、電源車
により対応していたが、本震により
それも使用できなくなってしまった。 

 本来、防災対応の拠点となる施設が
被災することにより、応急対応に大
きな支障が生じてしまう。 

 避難所では、市町村の職員が運営な
どを行っていた。職員が避難所の対
応に追われてしまうと、災害対策本
部の運営などに、十分な人員を回せ
なくなってしまう。 

 市町村による災害対応を円滑に行う
ためには、避難所の運営は、避難者
である住民自身で行う必要があり、
住民もそのような意識を持つことが
重要である。そのためには、日頃か
ら訓練や演習などを通じて住民の意
識を醸成していかなければいけない。 

■現地対策本部との連携 

 熊本県の災害対策本部室には、政府
の現地対策本部が設置された。しか
し、県の災害対策本部の受入れ体制
が十分でなかったため、政府の現地
対策本部との情報共有などが円滑に
行えていなかった。 

 「どのような機関が応援にくるの
か」、「応援が来た場合にはどのよう
に情報を共有していくか」など、連
携の仕方を具体的に想定しておき、
そのための訓練を行って、備えてお
くことが必要である。 

■事前復興の対策 

 熊本県の益城町で、住宅に多数の被害が発生したが、これは日本全国どこでも起
き得る被害である。 

 全国の木造住宅の耐震化率は８割を超えているが、これ以上の対策を進めるには、
住民などの自主的な取組だけでは限界に来ている。 

 阪神・淡路大震災の時から言われている、事前復興という考え方でもって、公的
資金を積極的に投入できるような仕組みが、これからは必要になってくる。 
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■住民の安全を確保するための対策 

 伊豆東部火山群での対応 

 伊豆半島の伊東市周辺には、伊豆東
部火山群という活火山があり、陸上
に 60以上、海底を含めると 100以上
の火口を持つ「単成火山群」である。 

 平成元年７月 13日に、伊東市の市街
地から 3.5km 沖の手石海丘で海底噴
火が発生した。結果として火口が市
街地から離れていたため、直接的な
被害はなかった。 

 火口の場所によっては、市街地に被
害が生じる可能性が十分にあり、そ
の場合伊東市の住民約７万人の避難
が必要であった。当時、実際に住民の避難対応の検討が行われていた。 

 当時の計画で、市長からの連絡があった場合には、自主防災組織によって一斉に
住民の避難誘導を開始することにしていた。 

 このような計画を検討できていたのは、静岡県内の市町村で町内会や自治会によ
る自主防災組織の体制が整備されていたためである。 

 また、警察とも調整し、避難が必要になった場合には、道路を一方通行にして円
滑な誘導を行えるようにしていた。避難などの防災対応には、こういった事前の
調整、準備が必要不可欠である。 

 富士山の火山防災対策の取組 

 富士山は、きれいな円錐の形をした
山で、日本で一番高い山である。 

 2000年に低周波地震が発生したこと
により、ハザードマップの作成や噴
火警戒レベルの運用などが進められ
た。 

 富士山は山梨県と静岡県に跨るとと
もに、噴火した際には神奈川県にも
多大な影響が及ぶため、３県合同の
火山防災対策協議会が設立された。 

 この協議会で、広域避難計画や合同

防災訓練、啓発教育体制の構築など
を検討してきた。 

 活火山法の改正により新たに、登山
者の安全対策や、緊急時の合同会議
のあり方を検討しているところであ
る。 

 緊急時の災害対応 意思決定と調整 

 富士山や浅間山では大規模な噴火も
想定されており、その影響は政府機
能が集中する首都圏に及ぶ。 

 一般的には、災害時に各自治体は災
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害対策本部を設置し、関係機関と調整を行い、災害対応にあたる。政府は災害の
規模に応じて、官邸に緊急対策本部を設置したり、現地対策本部を設置して対応
にあたる。 

 これまで、日本では首都圏を含むような広域的な災害の経験はない。富士山が噴
火した場合には、富士山火山防災対策協議会における合同の会議に、政府、関係
機関が主体的に関与していくことが重要になる。 
 

■住民避難が必要な近年の災害事例 

 2013年伊豆大島土砂災害 

 東京都の伊豆大島では、深夜の大雨
によって死者・行方不明者 39人の土
砂災害が発生した。 

 10月15日の23時から雨が強くなり、
特に 16 日の２時、３時は時間雨量
110mm異常の猛烈な雨が降っていた。 

 降雨の状況が急に変化したことも大
きな要因であるが、町としての対応
も不十分であった。まず、町長、副
町長の両方とも出張により不在で、
指揮を執る人がいなかった。また、
町役場では、15日の日中の気象庁か
らの情報によって、深夜に参集する
という判断をして、職員全員が帰宅
していた。そのため、気象庁などか
らの出された、降雨状況の変化につ
いての情報を受け取ることができず、
防災対応が遅れた。 

 2014年広島豪雨土砂災害 

 広島県の広島市では、山すその住宅
地に土砂災害が発生し、74人の死者
が発生した。気象の状況は、８月 20
日の深夜２時から雨が急激に強くな
るという、伊豆大島と同じような状況であった。 

 伊豆大島の事例とは異なり、防災体制は整い、気象庁からリアルタイムの降雨の
情報は出されていたが、避難勧告の
発令などの判断にはつながらず、対
応が遅れてしまった。 

 2015年常総市の洪水 

 茨城県常総市では、2015年９月９日
から 10 日にかけて上流域に降った
雨により、一級河川である鬼怒川が
越流、決壊して被害が発生した。こ
の常総市の洪水では、深夜の豪雨で
もないのに、避難勧告の対応が遅れ
たことが問題視されている。 

 最近は、避難勧告や避難指示の権限
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は、原則市町村長という風潮になっており、それ自体は悪いことではない。しか
し、現場で対応している水防団や警察などが感じている危機感を市町村長が共有
しにくくなり、その結果、防災対応の判断が遅れてしまう事例が見られる。 

 常総市では、市役所が浸水・孤立したため、住民への情報の伝達などが十分に行
えていなかった。ハザードマップで予め浸水が想定されていたのであれば、非常
電源などの重要な設備には対策を講じておくことが必要であった。 

■災害への対応能力の向上 

 災害に適切に対応するためには、気
象庁などから出される「大雨警報」
「土砂災害警戒情報」「記録的短時間
大雨情報」「大雨特別警報」などの客
観的なデータを読み解き、事態の推
移を具体的にイメージする能力を身
に着けておかなければならない。そ
のためには、過去の事例や地域の状
況などを知っておくことが重要であ
る。 

 組織としても、情報収集・分析、判
断、調整を行うことができるような
体制を、平常時から構築しておかな
ければいけない。 

 近年、タイムライン（事前防災行動
計画）の取組が進められている。タ
イムラインは万能ではないが、作成
する過程で「いつ」「誰が」「何を」
対応するかを検討していくため、市
町村などの職員の方が、災害時の防
災対応を具体的にイメージすること
ができるようになる。そして職員自
身や組織としての判断や意思決定の
能力を向上させることができる。 
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■災害対策本部の組織機能 

 災害対策本部においては、指揮官と
しての本部長の役割が重要なことは
言うまでもないが、本部長を支持す
る司令部となる組織や、本部長を補
佐する防災監や危機管理監といった
役職が重要になる。 

 司令部組織が十分機能できるよう、
体制を構築し、本部長を補佐する人
材を育成しておく必要がある。 

 災害対策本部の機能として、関係機
関との調整が非常に重要である。関
係機関で構成される調整会議を開催
し、随時調整を行うことにより、本
部長の意思決定を助け、迅速に行う
ことを可能にする。 

 静岡県では、危機管理部局、土木部
局、河川管理者、気象台、土木事務
所が、平常時に連携して、市町村の
水害時の避難判断のマニュアル作成
の支援を行った。このように平常時
から顔の見える関係を作っていると、
災害時にも円滑な連携をとることが
可能になる。 

 静岡県内の市町村では、災害対策本
部の運営機能を強化するため、本部運営の図上訓練を実施している。その訓練で
は、本部長自身もプレイヤーとして参加し、他の職員と一緒に、事前の情報が分
からない本番と同様な状況で訓練を行っている。 

 本番と同じ状況で訓練を行うことにより、市町村長の意思決定能力、職員の対応
能力の向上を図ることができる。 

■災害対応の鉄則 

 災害対応の際には、悲観的に想定し、楽観的に対応することが必要である。想像
力をたくましく「大局的視点」で対応していくことが重要である。 

 災害対応は、普段の行政事務とは異なり、立ち止まらずに常に対応を続けること
が必要である。そして、情報を自ら発信し、情報の共有を図らなければならない。 

 災害対応においては、唯一無二の正
解は無く、その時々の最適解を目指
して、対応にあたっていくことが重
要である。 

■防災教育、意識の向上の取組 

 正常化の偏見 

 人々は、「正常化の偏見」といって、
危機的な事態に遭遇しても、事態を
楽観視してしまうことがある。これ
により、避難行動を起こさなくなる
など、被害を拡大することがある。 
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 「正常化の偏見」は人間の心理的なバランスを保つための自我の防衛機能でもあ
り、仕方のないことのように思える。しかし、東日本大震災の時の「釜石の奇跡」
の事例のように、防災教育により克服していけるものである。 

 地域対応力 

 災害時には、住民が市町村に頼るのではなく、自ら判断し行動する意識を持たな
ければいけない。そのために、系統だった防災教育活動を行っていく必要がある。 

 よく取り組まれているのは、DIG や HUG といった演習・訓練によって、住民の防
災の意識や対応能力の向上が図られている。 

 静岡県と静岡大学では連携して、防災士の育成や、専門的な防災教育の場を設け、
積極的な人材育成に取り組んでいる。 

 

■地域の防災力を高めるために 

 日本全国で少子高齢化が進み、これ
までの「助ける人」が「助けられる
人」に変化してきている。 

 阪神・淡路大震災の際、約３万５千
人の人が自力で脱出できなくなり、
その多くの人が近所の方など、「共
助」により救出された。しかし、今
の少子高齢化社会においては、阪
神・淡路大震災と同じレベルの「共
助」の活動は期待できないと考えら
れる。 

 静岡県では、教育委員会と連携し、
2002年から中高生を地域の防災訓練
に必修で参加させる取組を行った。
最初は強制的な取組であったが、現
在は各地域で定着してきており、中
高生と地域の人が防災に対して意見
を交換するようになるなど、取組は
進んでいる。 

 今後は、若い人材を防災の分野に積
極的に関わっていけるような取組を
実行していくことが必要である。 


